
令和６年度 いわき市 高度外国人材活用推進事業 

いわき市 高度外国人材の戦略的活用インターンシッププログラム 

公 募 要 領 

 
１．事業の目的 

  本事業は、高度外国人材の活用により、市内企業の多様性を推進するとともに、海外展開や技術 

開発等、イノベーション創出を促し、経営の高度化を支援することを目的とします。 

   

２．公募期間 

  令和６年９月２日（月）～令和６年９月３０日（月） 必着 

 

３．対象事業者 

  ・「海外展開」や「新規事業」を検討中の、いわき市内中小企業 

・新たな事業展開に向けた課題をグローバルな視点から解決したい、いわき市内中小企業 

 

４．対象事業者数 

  ３社程度（専属の担当者が必要です） 

 

５．事業内容 

  高度外国人材によるオンラインでのインターンシップにより、御社の課題解決に向けた検討及び

解決案の提案を行います。 

   

  ＜スケジュール＞ 

  【第１フェーズ：課題策定】 

  ○予定実施期間：１０月上旬～１０月中旬 

   

  ○内容： 

  高度外国人材を活用して解決したい課題（テーマ）を設定し、課題解決に向けたスケジュールを 

決めます。（原則オンライン・実質最長４時間） 

※課題の設定に関しては、本事業委託先の株式会社発ジャパンが支援いたします。 

 

【第２フェーズ：インターンシップ】 

○予定実施期間：１０月中旬～１２月中旬 

   



○内容： 

 担当の高度外国人材が、御社の課題解決に向けリサーチ等を行います。 

 御社は週に１度、その進捗報告をオンラインで受けます（１時間×６回） 

 

【第３フェーズ：最終発表会】 

○予定実施期間：２月中旬予定 

 担当の高度外国人材が課題をもとにリサーチ結果を形にし、具体的なグローバル情報を御社に

プレゼンします（実質２時間） 

 

※課題の状況によっては、プログラムのスケジュールが１カ月程度延長する可能性もあります 

 

６．応募方法 

 （１）提出書類 

   令和６年度「いわき市 高度外国人材の戦略的活用インターンシッププログラム」参加申請書             

（別紙） 

   ※その他、審査に必要となる書類を求める場合があります。 

   

（２）提出方法 

   応募書類は原則として電子メール添付により提出してください（紙媒体での提出は不要です）。 

   電子メールの件名には「いわき市高度外国人材の戦略的活用インターンシッププログラム申請書」 

と記入し送付してください。（令和６年９月３０日（月）必着） 

 

   書類提出先メールアドレス：icsn@iwaki-sangakukan.com 

  

（３）提出先・お問い合わせ先 

   公益社団法人いわき産学官ネットワーク協会（担当：長瀬・柴田） 

   〒９７０－８０２６ 

   福島県いわき市平字田町１２０ ＬＡＴＯＶ６階 いわき産業創造館内 

   TEL：0246-21-7570  E-mail：icsn@iwaki-sangakukan.com 

 

 （４）その他注意事項 

   ・記入漏れや添付漏れ等、応募書類に不備があった場合には不採択となることがありますので、

ご注意ください。 

   ・虚偽の記載がある申請書は無効とさせていただきます。 

   ・応募書類および添付書類等は返却いたしません。本事業の審査のみに使用し、厳正に管理致し

ます。 

 

 



７．審査方法 

（１）審査方法 

書類により対象企業を選定いたします。 

※必要に応じて、申請された内容についてヒアリングを実施いたします。 

（２）審査結果 

   応募者全員に対して採否の結果を通知します。 

 

（３）その他注意事項 

   ・審査の結果（不採択の理由等）に関するお問い合わせは受け付けませんので、予めご承知おき

ください。 

   ・応募書類の作成および送付に係る費用は、申請者の負担となります。 

 

８．その他 

・採択者は、当協会が主催する成果報告会にて事業の実施報告を行っていただきます。 

・採択者は、本事業委託先の株式会社発ジャパンと「秘密保持契約書」を締結していただきます。 

・インターンシッププログラムに関する費用は無料となります。オンライン通信に関わる通信料

は参加者負担となります。また、オンライン環境については、参加者側でご準備願います。 

 

９．スケジュール 

  

公募期間 令和６年９月２日（月）～令和６年９月３０日（月）  

審査期間 令和６年１０月上旬 

審査結果の通知 令和６年１０月上旬 

事業期間 令和６年１０月中旬～令和７年３月３１日（月） 

成果報告 令和７年３月下旬（予定） ※成果報告会内で発表 

 

 


